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はじめに 

 前回号（Ｎｏ.74 2010 年７月号）では、厚生労働省と地方自治体との協働によって行われて

いる「地域若者サポートステーション」（以下、「サポステ」という）による若年無業者等（対象

年齢は概ね 15～39 歳）の自立支援について、先進事例を紹介しつつ、サポステの発足の経緯や

事業の内容、そして今後の期待と課題等について論じた。 

 今回号においては、本年４月１日に施行された「子ども・若者育成支援推進法」にもとづく子

ども・若者支援を取り上げる。この「子ども・若者」支援は、乳幼児期から 30 歳代までを広く

対象としており、サポステの支援対象である 15～39 歳の若年無業者等に加えて、サポステでは

カバーしていなかった０～14 歳までの子どもも支援の対象にしていること、また、サポステやジ

ョブ・カフェなどこれまでの若年者支援は、関係省庁の予算事業のひとつにすぎなかったが、今

回の「子ども・若者」支援は、法律の制定によるものになったからである。同法にもとづく「子

ども・若者」支援は、サポステも包含する、もっと大きな枠組みの支援であるといえる。 

 ０～14 歳までの子どもが支援対象に加えられることになったのは、児童虐待、不登校、いじめ、

発達障害、ひきこもり、非行などさまざまな課題が生まれているからである。また、同法の目的

のひとつである、地域ネットワークづくり（子ども・若者支援地域協議会の設置）で先行してい

る自治体では、前回号で論じたサポステ事業で形成されたネットワークが有効に活用されている。 

 そこで本稿では、子ども・若者の現況を踏まえ、「子ども・若者育成支援推進法」の概要およ

び同法にもとづく地域ネットワークづくりの先進的な取り組みを紹介し、今後の期待と課題につ

いて論じてみたい。 

Ⅰ 子ども・若者の現況 

 前回号では、若年無業者の現況として、いわゆる「ニート」（15～34 歳の非労働力人口のうち、

家事も通学もしていない者）が 2009 年に 63 万人で、2002 年以降 60 万人強の水準でほぼ横ばい

で推移していること、また、35～39 歳までの無業者が着実に増加し、ニートの高齢化が進展して

いることを報告した。 

 ここでは、子ども・若者の現況として、小・中学校、高等学校における不登校や校内暴力、高

校の中途退学者、ひきこもりについて見ておくことにする。 

１ 小・中学校における不登校 

 小学校における不登校児童数は、２万人を超えており、316 人に１人の割合で、横ばいで推移
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している（図表１）。中学校でも、不登校生徒数は 10 万人に達しており、36 人に１人の割合で、

ほぼ横ばいに推移している（図表２）。 

 
図表１ 小学校における不登校児童数の推移と全児童に占める不登校の比率 
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出所：文部科学省「2009 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（小中不登校）に
ついて（８月速報値） 

 
図表２ 中学校における不登校生徒数の推移と全生徒に占める不登校の比率 
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出所：文部科学省「2009 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（小中不登校）に
ついて（８月速報値） 

注：中学校には中等教育学校前期課程を含む 

２ 高等学校における不登校と中途退学 

 高等学校における不登校は、減少傾向にあるものの、５万人強で 65 人に１人の割合に達して

いる（図表３）。中途退学者については、10 年前に比べ半分近くまで減少しているが、５万７千

人もおり、ここ数年の中退率は２％程度で推移していたが、2009 年度に入り２％を割るにいたっ

た（図表４）（注１）。 
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（注１）文部科学省「2009 年度学校基本調査」によると、高等学校等への進学率は 97.9％、大学への進学

率（過年度高卒者等を含む）は 50.2％に達しており、学歴がすべてではないとはいえ、せめて高校を卒

業しなければ、職業選択上、不利に働くことも多い。また、次の進路を決める上でも制約を受ける。 

  そこで、高校中退者に対して、高等学校卒業程度認定試験（旧大検）の学習を事業のひとつとして行

っているサポステもある。また、現在、全国 100 カ所のサポステのうち半分にあたる 50 カ所で、高校中

退者等アウトリーチ事業が 2010 年度から展開され、ニート状態に陥ることを事前に防止するため、自宅

等へのアウトリーチ（訪問支援）が実施されていることを前回号で報告した。 

 
図表３ 高等学校における不登校生徒数とその割合の推移 
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出所：文部科学省「2009 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（暴力、いじめ、

高等学校不登校等） 
 
図表４ 高等学校における中途退学者数と中退率の推移 
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出所：文部科学省「2009 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」（暴力、いじめ、

高等学校不登校等） 



 

 
ｸｫｰﾀﾘｰ生活福祉研究 
通巻 75 号 Vol.19 No.3 －4－

３ ひきこもり 

 2004～2006 年度厚生労働科学研究「こころの健康についての疫学調査に関する研究」によると、

現在「ひきこもり」（注２）状態にある子どものいる世帯は全国で 25.5 万世帯、ひきこもりが複

数いる世帯は少ないと考えられることから、ひきこもりは 25.5 万人程度と推測されていた。 

 また、直近データとして内閣府が本年７月に公表した「若者の意識に関する調査（ひきこもり

に関する実態調査）」によると、15～39 歳における狭義のひきこもり（注３）は 23.6 万人、準ひ

きこもり（注３）は 46.0 万人とされ、広義のひきこもり（注３）は 70 万人近くにのぼるとされ

ている。 

 2009年におけるニートは63万人、これに35～39歳の無業者21万人を加えると84万人となり、

狭義のひきこもりはこのうちの３割近くを占め、広義のひきこもり（狭義のひきこもり＋準ひき

こもり）にいたっては８割強に達する。 

（注２）2007～2009 年度厚生労働科学研究「思春期のひきこもりをもたらす精神科疾患の実態把握と精神

医学的治療・援助システムの構築に関する研究」の研究成果として、「ひきこもりの評価・支援に関する

ガイドライン」がまとめられ、本年５月 19 日に公表された。 

  同ガイドラインにおける「ひきこもり」の定義は、「様々な要因の結果として社会的参画（義務教育を

含む就学、非常勤職を含む就労、家庭外での交遊など）を回避し、原則的には６カ月以上にわたって概

ね家庭にとどまり続けている状態（他者と交わらない形での外出をしていてもよい）を指す現象概念」

とされている。 

（注３）ひきこもり群の推計数 

ふだんは家にいるが、自分の趣味に
関する用事のときだけ外出する

　　準ひきこもり
　　46.0万人

ふだんは家にいるが、近所のコンビ
ニなどには出かける

自室からは出るが、家からは出ない

自室からほとんど出ない

　計 1.79 69.6

ただし、ア）現在の状態となって６ヶ月以上の者のみ

　　　　イ）「現在の状態のきっかけ」で、「病気（病名：　　）に統合失調症又は身体的な病気、又は

　　　　　　「その他（　）」に自宅で仕事をしていると回答した者を除く

　　　　ウ）「ふだん自宅にいるときによくしていること」で、「家事・育児をする」と回答した者を除く

※１ 総務省「人口推計」（2009年）によると、15～39歳人口は3,880万人より、

　　 有効回収率に占める割合（％）×3,880万人＝全国の推計数（万人）

※２ 厚生労働省の新ガイドラインにおけるひきこもりの推計値は25.5万世帯となっており、ほぼ一致する。

出所：内閣府「若者の意識に関する調査（ひきこもり調査）骨子」
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４ 学校内における暴力行為 

 図表５は、小・中・高等学校の学校内で起きた暴力行為、すなわち、対教師暴力、生徒間暴力、

対人暴力および器物損壊の発生件数である。2006 年度から国立・私立の小・中・高等学校が調査

対象に加わったこともあるが、校内暴力の発生件数は増加傾向にある。 

 
図表５ 学校内における暴力行為発生件数の推移 
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出所：文部科学省「2008 年度児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査」 
注：調査対象は、公立小・中・高等学校。2006 年度から国・私立学校も調査。 

Ⅱ「子ども・若者育成支援推進法」の概要 

 「子ども・若者育成支援推進法」の概要について、簡単に触れておく。 

１ 「子ども・若者育成支援推進法」制定の背景・目的 

 「子ども・若者育成支援推進法」は、2009 年７月１日に成立し、同月８日に公布され、そして

本年４月１日に施行された。 

 同法は、①児童虐待やいじめ、少年による重大事件の発生、有害情報の氾濫など、子ども・若

者をめぐる環境の悪化、②ニートやひきこもり、不登校、発達障害など子ども・若者の抱える問

題の深刻化、③従来の教育や福祉、雇用等個別分野における縦割り的な対応での限界、などを背

景に制定された。 

 その目的（法第１条）は、①子ども・若者育成支援施策を総合的に推進するための枠組みづく

り、②社会生活を円滑に営むうえで困難を有する子ども・若者を地域において支援するためのネ

ットワーク整備の推進を図ることである（図表６）。端的にいえば、困難を有する子ども・若者
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を地域において支援するためのネットワークを形成し、関係機関が行う支援を適切に組み合わせ

ることにより、効果的かつ円滑な支援の実施を図るということである。 

 
図表６ 「子ども・若者育成支援推進法」について 
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〔 地方公共団体 〕

勘案

保護観察所、少年鑑別所（一般相談）、

少年サポートセンター

地域若者サポートステーション、

合宿型自立支援プログラム実施団体、
ハローワーク

職業訓練機関 等

保健所、精神保健

福祉センター 等教育委員会 等
福祉事務所、

児童相談所 等

〔 教育 〕

修学支援

〔 福祉 〕

生活環境改善

〔 矯正、更生保護等 〕

心理相談 等

〔 雇用 〕

職業的自立・就業支援

地域における子ども・若者育成支援ネットワーク

（イメージ）

（
就
業
・
修
学
等
）

円
滑
な
社
会
生
活

企業・学校

団体・NPO

子ども・若者に関する

様々な相談事項

〔 保健、医療 〕

医療及び療養支援

社会生活を円滑に営む上での困難を有する子ども・若者を地域において支援するための

ネットワークづくり

・関係機関等 ： 各種支援の実施 状況把握、誘導、支援内容等の周知

相談～訪問支援（アウトリーチ）、助言、指導 医療、療養 生活環境改善

修学・就業 知能技能の習得 等の支援

・地域協議会（地方公共団体が単独又は共同で設置）：

支援内容の協議、情報の交換～秘密漏洩の禁止

― ①調整機関：協議会の事務の総括、構成機関等の間の連絡調整、

支援状況の把握と連絡調整

― ②指定支援機関：支援状況を把握しつつ、必要に応じ自ら支援

・国 ： 調査研究、人材の養成、情報の提供及び助言等の支援

誘導

子ども・若者

総合相談センター

（子ども・若者に関する

ワンストップ相談窓口）

 
出所：内閣府「子ども・若者育成支援推進法」概要図 

２ 「子ども・若者育成支援推進法」の概要 

（１）国・地方公共団体における子ども・若者育成支援の枠組み 

 この目的の達成に向けて、国に対しては、子ども・若者育成支援の枠組みとして、内閣総理大

臣を本部長とする「子ども・若者育成支援推進本部」を設置し、「子ども・若者育成支援推進大

綱」（注４）を作成しなければならないとされている。 

 地方公共団体における子ども・若者育成支援の枠組みとして、都道府県では、前述の国の大綱

を勘案して「子ども・若者計画」を作成し、また、市町村でも、国の大綱（および作成されてい

れば、都道府県子ども・若者計画）を勘案して「子ども・若者計画」を作成することになってい

る。なお、同計画の作成は、都道府県、市町村ともに努力義務とされている。 

（注４）「子ども・若者育成支援推進大綱」として、施策の基本的な方針等について定めた「子ども・若者

ビジョン」が本年７月 23 日にとりまとめられた。子ども・若者等に対する施策の基本的方向は、「子ど

も・若者ビジョン」の一部であり、図表７のとおりである（子ども・若者等に対する施策の基本的方向

の中の「困難を有する子どもやその家族を支援」のみを抜粋。その他は割愛）。 
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図表７ 子ども・若者等に対する施策の基本的方向（抜粋） 

 ＜困難を有する子ども・若者やその家族を支援＞ 

 （１）困難な状況ごとの取組 

   ①ニート、ひきこもり、不登校の子ども・若者への支援等 

    子ども・若者支援地域協議会の設置促進（ネットワークの形成） 

    ／支援に携わる人材養成／地域若者サポートステーション事業の実施 等 

   ②障害のある子ども・若者の支援 

    教育・就労支援等／発達障害のある者の支援 

   ③非行・犯罪に陥った子ども・若者の支援等 

    非行防止活動、相談活動の推進／薬物乱用防止（再乱用防止等） 

    ／少年院における矯正教育等の充実／しょく罪指導等処遇の充実 等 

   ④子どもの貧困問題への対応 

    子ども手当、高校の実質無償化、奨学金の充実／ひとり親家庭への支援 

    ／貧困の連鎖の防止／状況把握  等 

   ⑤困難を有する子ども・若者の居場所づくり 

    要保護児童の居場所づくり／グループホーム等の居場所づくり 

   ⑥外国人等特に配慮が必要な子ども・若者の支援 

    外国人の子どもの教育充実／定住外国人の若者の就職促進 

    ／性同一性障害等／十代の親への支援／嫡出でない子 

 （２）子ども・若者の被害防止・保護 

    児童虐待防止対策／里親の拡充など社会的養護の充実 

    ／児童買春、児童ポルノ等の犯罪対策／犯罪被害にあった者等への対応 

    ／いじめ被害、自殺対策 

    ／被害防止教育（メディアリテラシーの習得、情報モラルの涵養等） 等 

出所：内閣府「子ども・若者ビジョン」概要 

 

（２）子ども・若者を地域において支援するためのネットワークづくり 

 同法は、子ども・若者育成支援のネットワーク整備として、地方公共団体に対し、社会生活を

円滑に営むうえでの困難を有する子ども・若者に対する支援が効果的かつ円滑に実施されるよう

に、関係機関等により構成される「子ども・若者支援地域協議会」（以下、「協議会」という）（図

表６）の設置に努めることを求めている。 

 協議会は、地域の関係機関が連携して支援するためのネットワークであり、個別分野の施策や

知見を結集し、困難を有する若者を総合的に支援するものである。つまり、ひきこもり、若年無

業者、不登校の児童生徒などを対象とした、複数分野の連携による継続的な支援を行う仕組みで

ある。 

 例えば、法律にはもとづかないサポステ事業など、既存のネットワークのそれぞれの特性を活

かしつつ、それらが協議会のネットワークの一部になることが望まれ、協議会が支援全般の主導

的役割を果たすことが期待される。実際に、後述する「佐賀県子ども・若者支援地域協議会」や、

協議会に類似した組織である「栃木県若者自立支援ネットワーク会議」では、サポステのネット

ワークが有効に活用され、大きな役割を果たしている。 

 協議会を構成する関係機関の具体例は、図表８のとおりである。 
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図表８ 協議会を構成する関係機関の具体例 
分　　　野 団　　　体 個　　　人

地域若者サポートステーション事業・合宿型自立支援プロ
グラムを運営しているＮＰＯ等の法人・団体、
ハローワーク、職業訓練機関、ジョブカフェ
精神保健福祉センター、保健所、市町村保健センター、 医師、看護師、保健師、
病院・診療所、心理相談所 心理職、精神保健福祉士

校長その他の教員、
スクールソーシャルワーカー、
スクールカウンセラー、
特別支援教育コーディネーター
保育士、家庭相談員、
民生委員・児童委員、
社会福祉士

保護観察所、少年鑑別所
少年サポートセンター

総合相談等
子ども・若者総合相談センター（青少年センター等を含
む）、子ども・若者の支援に携わるＮＰＯ法人等

少年補導委員

矯正、更生保護等

教育委員会、教育センター
学校（大学を含む）

福祉事務所（家庭児童相談室を含む）、
社会福祉施設、児童相談所、
発達障害支援センター、ひきこもり地域支援センター

保護司

雇用 キャリア・コンサルタント

保健、医療

教育

福祉

 
出所：内閣府「子ども・若者支援地域協議会設置・運営指針」 

３ 協議会について 

 協議会を設置した場合、「調整機関」と「指定支援機関」を指定することができるとされてい

る。また、「子ども・若者総合相談センター」を設けるよう努めなければならないとされている。 

 これら３つの機関の役割については次のとおりである。 

①調整機関（法第 21 条） 

 調整機関は、協議会が効果的に機能するために協議会の事務局機能を果たし、運営の中核とし

て支援の実施状況を的確に把握し、必要に応じて他の関係機関との連絡調整を行う。 

②指定支援機関（法第 22 条） 

 指定支援機関は、公的機関と連携して、困難を有する子ども・若者に対して、必要な相談、助

言または指導の実施、医療および療養を受ける援助、生活環境の改善、修学または就業の援助な

どの支援（法第 15 条第１項各号に規定）を担う。このほか、支援に関する実践的・専門的な情

報の提供、協議会の支援全般の主導的役割を果たすことが期待されている。 

③子ども・若者総合相談センター（法第 13 条） 

 子ども・若者総合相談センターは、子ども・若者支援に関する相談に応じ、関係機関の紹介そ

の他の必要な情報の提供および助言を行う拠点である。 

 同センター設置の趣旨は、幅広い分野にまたがる子ども・若者の問題への相談に対し、相談の

一次的な受け皿となり、自ら対応できない案件については、地域内の他の適切な機関に「つなぐ」

ことである。その際、いわゆる「たらい回し」を防ぐことが求められる。 

Ⅲ 地域ネットワークづくりの先進的な取り組み事例 

 地域ネットワークづくりにおける先進的な事例として、行政が主導した横浜市の取り組みと、

サポステが大きな役割を果たした佐賀県の取り組みをそれぞれ紹介する。
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１ 横浜市の取り組み 

まず、「子ども・若者育成支援推進法」の趣旨を先取りする形で、地域ネットワークづくりを

独自に進めてきた横浜市の事例から紹介する。 

 

（１）ネットワークづくりのきっかけ 

 横浜市では、専門的な相談支援機関のネットワークを形成するという視点から「ユーストライ

アングル プロジェクト」が 2008 年度から展開されている。 

 ひきこもり状態にある若者などの社会的自立を促す「青少年相談センター」（1963 年８月開設）

と、ニート状態にある若者の就労を支援する「よこはま若者サポートステーション」（2006 年 12

月開設）とが連携して若者自立支援を行うようになったのが事の始まりである。さらに、これら

２つの機関をより機能させるために、これらの地域ブランチとして 2007 年 10 月以降「地域ユー

スプラザ」が順次、開設・運営されている。 

 「青少年相談センター」「よこはま若者サポートステーション」および「地域ユースプラザ」

の３つの相談機関の連携（ユーストライアングル（図表９））により、若年無業者等に対して、

総合的かつきめ細かい支援サービスを提供しようとするものである。 

 

図表９ ユーストライアングル 

社会的自立を中心とした

社会資源のネットワーク

青少年相談センター

目的：青少年の総合的な相談及び自立支援を行う

年齢：15歳から20歳代の青少年（現行６歳～20歳）

対象：社会的に未自立な青少年とその家族

機能：総合相談及び支援活動（訪問・グループなど）

：社会参加・就労体験事業の実施

：支援困難ケースへの対応（地域活動支援）

：関係機関への支援（コーディネート機能）

：市民啓発・人材育成

（ＮＰＯ・区・関係団体職員等）

：総合的な地域ネットワークの確立

地域レベルの総合的な

自立支援のネットワーク

地域ユースプラザ（市内４カ所ＮＰＯ等運営）

目的：青少年相談センターや若者サポートステーショ

ンのブランチ的機能を有し、思春期・青少年

問題の一次的な総合相談・青少年の居場所を

運営するなど、地域に密着した活動を行う。

年齢：15歳から35歳未満

対象：社会的に未自立な青少年と家族

機能：一次的な総合相談（電話相談、来所相談等）

：青少年の居場所の運営

：社会体験、就労体験のプログラムの実施

：地域の関係支援機関との連携及び

地域ネットワーク

職業的自立を中心とした

社会資源のネットワーク

よこはま若者サポートステーション

目的：青少年の職業的自立支援を基本に置き、

学齢期からの一貫した取組を関係機関

と連携して行う。

年齢：６歳から35歳未満

対象：主に15歳～35歳未満の若者無業者及び

その家族

機能：他の支援機関との連携とネットワーク

：就労に関する個別相談（社会的自立相談含む）

：自立支援プログラムの作成・体験事業の実施

：学齢期からの職業意識の醸成

：若年無業者への理解を深めるための普及啓発

ユーストライアングル

 
出所：横浜市都市経営局調査・広域行政課「調査季報 横浜の制作力 Vol.162（2008.3）」 
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（２）横浜型キャリアラダー（就労支援の仕組み） 

 一口に若年無業者といっても、若者一人ひとりの状態やニーズはさまざまであり、それぞれに

応じた支援が必要となる。相談者である若者は、何年もひきこもっていて他者とのコミュニケー

ションがとれない者から求人を紹介するだけで済む者まで千差万別である。 

 そこで、横浜市では、相談者の状態に応じた最適な機関を紹介し、その機関でニーズに合った

就労支援プログラムが提供される体制を整備している。初期段階からスタートした場合には、一

足飛びに就労へ漕ぎ着けることが難しいので、次のステップでまた最適な機関に紹介され、次に

進むことになる。このように、その段階に応じてステップアップしていく仕組みが「横浜型キャ

リアラダー」（図表 10）である。 

この仕組みによって、各機関は、受け入れる相談者の幅を広げる必要がなく、自分の専門とす

る分野にますます磨きをかけることができ、各機関のスタッフの人材育成やノウハウの蓄積に大

きなメリットをもたらす。 

 
図表 10 横浜型キャリアラダー（就労支援の仕組み） 

相談・診断

社会体験

仕事セミナー

ジョブトレーニング

インターンシップ

就 労

自己プロデュースセミナー等相談・支援 連携企業での就労体験

ジョブキャンプカウンセリング 関係企業での就労体験
中間的就労

職業意識顕在化 → グループ活動 →

体験プログラム参加

コミュニケーション能力

自己表現が身に付く

就労に向けた実践的

能力の習得 …就労へのみちすじ

専門学校・職業訓練校

横浜商工会議所

ジョブカードサポートセンター

横浜しごと支援センター

ジョブマッチングよこはま

との連携

資格取得講座

職業訓練

ジョブカード

利用者情報提供
ハマトリアム・カフェ

（ジョブ・トライアル）

経済観光局
ポータルサイト

横浜で働こう！

青少年育成課

実践

訓練

きっかけ

潜在する職業意識

を顕在化する

よこはま型若者自立塾

よこはま若者サポートステーション

 
出所：横浜市こども青少年局資料 
 

（３）対症療法的な若者支援策の限界と「横浜市子ども・若者支援協議会」の設置 

 近年、コミュニケーションが苦手で、問題行動を起こす思春期の少年少女が増えており、深夜

徘徊での補導や校内暴力などが急増している。 

 こうした中、横浜市では、「よこはま型若者自立塾」や「よこはま若者サポートステーション」

などこれまでの若年無業者等への自立支援の経験から、対症療法的な若者支援策は重要ではある

けれども、それだけを続けても子ども・若者が抱える根本的な問題の解決にはならない、また、
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いじめや不登校、問題行動を起こす思春期の少年少女、ニートやひきこもりなどの問題は、当該

本人の資質の問題というよりは現代社会における構造的な問題である、と捉えている。 

 そこで、市として、この７月 26 日に「横浜市子ども・若者支援協議会」をスタートさせ、子

どもや若者の目線にたった包括的な支援に取り組むこととなった。 

 同協議会の最大の特徴は、前述の構造的な問題に対処するため、「思春期問題部会」「相談ネッ

トワーク部会」「人材育成部会」「就労促進部会」の４つの部会から構成されている点である。各

部会の役割は、図表 11 のとおりである。特に、思春期段階において問題児を生み出さないため

の予防を入口戦略として、そして就労に向けた支援を出口戦略として取り組むことにより、構造

的な問題の解決を探ることが期待されている。 

 同協議会ネットワーク（図表 12）は、各部会の連携、相談ネットワーク部会に包含されるユー

ストライアングルを中心とした市レベルのネットワーク、地域ユースプラザを中核とした地域レ

ベルのネットワーク（若者支援地域連絡会議）、県レベルのネットワーク（横浜・神奈川若者支

援連絡会議）の４層構造となっており、重層的な取り組みが可能となっている。 

 
図表 11 「横浜市子ども・若者支援協議会」の組織構成 

横浜市子ども・若者支援協議会

座長 宮本みち子氏（放送大学教養学部教授）

構成メンバー 全委員

・協議会は全体の進行管理を行うと共に、

情報を共有化し、包括的な子ども・

若者支援の体系を構築します。

・部会及び連絡会議の所挙事項は以下の

通りです。
横浜・神奈川

若者支援連絡会議

困難を抱える若者へ

の支援のあり方につ

いて、県や周辺の自

治体、県内で活動す

る若者支援のNPOと

連携して協議します

地域若者支援連絡会議

（実務者会議、ケース検討会議）

部会１

思春期問題部会

深夜徘徊への対応

や居場所づくりな

ど、孤立し困難を

抱える思春期の子

どもたちへの支援

のあり方について

部会２

相談ネットワーク部会

青少年相談センター、

よこはま若者サポート

ステーション、地域

ユースプラザの３機関

を中心とした関係機関

との連携強化について

部会３

人材育成部会

ユースアドバイザー

など若者支援者の人

材育成やNPO法人の

継続性を担保するた

めの人材発掘や育成

について

部会４

就労促進部会

困難を抱える若者

への職業教育、中

間的な就労の場の

創出や定着支援な

ど若者の就労支援

のあり方について

 

出所：ヨコハマはぴねすぽっと 
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図表 12 「横浜市子ども・若者支援協議会」における各部会の課題と連携およびネットワーク 

若者支援地域連絡会議

地 域

・地域ユースプラザを中核とした関係

機関による地域における支援ネット

ワークの形成

・多重的な困難を抱えるケースに関

する支援のあり方検討

横浜・神奈川若者支援連絡会議

広 域

・県内４カ所の地域若者サポートステー

ションの連携のあり方検討

・県内の自治体及び主要なNPO間での

若者自立支援についての情報交換

人材育成部会

・若者支援者育成の

ためのプログラム

検討

・若者支援団体を支

える中核的な担い手
養成のためのあり方

検討

相談

ネットワーク部会

・ユーストライアングル

を中心とした相談・
支援・情報提供体制

の強化

・よこはま型キャリア

ラダー（段階的自立

支援の仕組み）形成
に向けた検討

連携 連携

就労促進部会

・困難を抱えていても就労に結び

つく職業教育・訓練の検討

・中間的就労の場づくりや定着

支援の手法検討

横浜市子ども・若者支援地域協議会
・協議会の事務の総括、各部会間の連絡調整、各部会からの提言・提案の総括

・かがやけ子ども青少年プランの「若者自立支援部分」の実質的な進行管理と調整

思春期問題部会

・思春期の悩みや課題を乗り越える

環境づくり

・困難を抱える子どもの居場所づく

りや進路選択支援のあり方検討

課 題
困難を抱えながら、

働き続ける事の出来

る就労の場が少ない！

早
期
予
防

課 題

一人ひとりの若者の

状態に応じた、きめ

の細かい、切れ目の

無い支援が必要！

課 題

若者支援のNPOを

支える事のできる

人材が足りない！

課 題

人生の早い時期から

職業意識の醸成と進路

選択支援が必要！

課 題

367万の市民を抱える大都市

横浜では、区や地域レベルで

のきめの細かな支援のネット

ワークが不可欠！

経済の活性化や雇用

創出と結びついた就労

支援は、自治体間の

広域連携が不可欠！

課 題

課 題
困難を抱える若者への支援は、福祉、教育、雇用など領域を

クロスオーバーする行政と民間（企業、NPO等）の多様な主体

の包括的な連携が不可欠！

 

出所：横浜市こども青少年局資料 
 

（４）主要機関の利用実績 

 主要機関の利用実績は図表 13 のとおりであり、利用実績は概ね伸びている。 

 
図表 13 横浜市主要機関の利用実績 

開設時期 2007年度 2008年度 2009年度 備考
2006年12月 9,503 9,839 9,431 利用者数（人）
1963年8月 9,158 10,740 12,857 相談・支援件数（件）

よこはま西部ユースプラザ 2007年10月 1,837 4,014 4,547 来所者数（人）
よこはま南部ユースプラザ 2008年11月 － 2,349 7,688 来所者数（人）
よこはま北部ユースプラザ 2009年3月 － － 219 来所者数（人）

よこはま若者サポートステーション
青少年相談センター
地域

ユース
プラザ  

出所：横浜市こども青少年局 

２ 佐賀県の取り組み 

次に、サポステ事業で形成したネットワークを有効に活用している佐賀県の事例を紹介する。 

 

（１）地域ネットワーク形成の経緯 

 不登校やひきこもり、非行、ニート等の若年者の自立支援に取り組むため、NPO スチューデン
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ト・サポート・フェイス（Ｓ・Ｓ・Ｆ）が 2003 年に設立された。Ｓ・Ｓ・Ｆは、来訪型に偏った支援の

限界や、分野の壁、縦割りの壁、支援メニューの不足などを背景に、アウトリーチ（訪問支援）

を中心とした支援活動を行い、そこに既存の支援を複合的に組み合わせて課題の解決を図ってい

る。その支援過程の中で、連携の必要な関係支援機関とのネットワークが形成されていった。 

 2006 年の厚生労働省と佐賀県との協働による「さが若者サポートステーション」の開設にあた

り、Ｓ・Ｓ・Ｆが同サポートステーションの事業を受託することとなった。県の雇用対策課（現雇用

労働課）の主導により、Ｓ・Ｓ・Ｆのネットワークがさらに拡充されることになった。 

 

（２）佐賀県子ども・若者支援地域協議会の概要とその特長 

 Ｓ・Ｓ・Ｆが佐賀県に対して「子ども・若者育成支援推進法」等に関する情報を提供し続け、県も

子ども・若者を地域において支援するためのネットワークの必要性を認識した結果、本年４月 14

日に「佐賀県子ども・若者支援地域協議会」が発足することとなった（図表 14）。 

 
図表 14 佐賀県子ども・若者支援地域協議会の概要 

子
ど
も
・
若
者
に
関
す
る
様
々
な
相
談

子ども・若者支援

地域協議会

調整機関

子ども未来課

連携

連携

＜保健・福祉・医療＞

県中央児童相談所、県精神保健福祉センター、

県地域福祉課、県障害福祉課（各保健福祉事務所）、

県発達障害者支援センター 結（ゆい）、

肥前精神医療センター

＜矯正、更生保護等＞

佐賀少年鑑別所、少年サポートセンター

＜雇用＞

佐賀労働局（各ハローワーク）、

ジョブカフェSAGA、県立産業技術学院、

（独）雇用・能力開発機構佐賀センター、

県雇用労働課、さが若者サポートステーション

（
就
業
・
修
学
等
）

円
滑
な
社
会
生
活

＜その他（CSO：市民社会組織）＞

NPOキャリアコアサポート、

親の会「ほっとケーキ」、NPOそれいゆ

＜教育＞

県学校教育課、県立生涯学習センター、

県社会教育・文化財課、市町教育委員会

継続支援

連携 情報提供

情報提供

連携

情報提供

連携

連携

情報提供

情報提供 連携
アウトリーチ

（訪問支援）

NPOスチューデント・サポート・フェイス

子ども・若者総合相談センター

指定支援機関

地域の関係機関が連携して支援するためのネットワーク

個別分野の知見や施策を結集して困難を有する

子ども・若者を総合的に支援
 

出所：特定非営利活動法人 NPO スチューデント・サポート・フェイス 
 

同地域協議会の「調整機関」はこども未来課が務め、「子ども・若者総合相談センター」およ

び「指定支援機関」の事業は、どちらもＳ・Ｓ・Ｆが受託している。同一の団体が事業を受託するこ

とにより、相談支援のワンストップ化が図られ、相談者にとって非常に使い勝手がよくなってい

る。また、若年無業者等の職業的自立を支援する「さが若者サポートステーション」もＳ・Ｓ・Ｆが

受託しており、15～39 歳の若者等にとって、さらに利便性が高くなっている。 
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 これら３機関の事業を受託することとなったＳ・Ｓ・Ｆは、2003 年の設立以来、ひきこもり等へ

のアウトリーチ（訪問支援）に取り組んでおり、アウトリーチに関して豊富な実績とノウハウの

蓄積がある。アウトリーチは、相談者が来所できない場合に有効であるばかりでなく、来所での

相談だけでは問題の本質がわからないケースにおいても効果を発揮する。 

 例えば、図表 15 の事例では、表面上は長男のひきこもり等に関する相談なのであるが、問題

の背景に、父親の借金問題や母親への暴力、長女の職場でのセクシュアル・ハラスメントなど、

相談者の家庭が抱えている多様かつ複雑な問題があり、アウトリーチによってそれが明らかにな

ったケースである。家庭環境に問題があれば、当の本人をいくら支援してもその効果は半減して

しまうので、問題の全貌を明らかにすることが重要となる。これを可能にしてくれるのがアウト

リーチである。 

この事例における本人支援や家族支援に携わった関係機関および対応の流れは図表 15 のとお

りである。 

 
図表 15 複雑化する問題とその対応の流れ 

本
人
支
援

家
族
支
援

家族構成：父、母、長女（26歳）、長男（24歳）

事例：長男（24歳）が、高校を中退し、ひきこもっている。

これまで複数の支援機関に相談したが、改善の兆候が見られない。

関係機関の紹介により、母親が相談のため来所。

父の母に対するＤＶ

借金問題

姉の職場におけるセクシュ

アル・ハラスメント被害

本人支援

カウンセリング

関
係
機
関

子
ど
も
・
若
者
総
合
相
談
セ
ン
タ
ー

家族支援
母
親
来
所

ア
ウ
ト
リ
ー
チ
開
始

就労支援（父、姉）関係機関紹介・連携（母、姉）心理教育

精神保健福祉センター 親の会

佐賀県ＤＶ総合対策センター 婦人相談所 被害者支援ネットワーク

ハローワーク 職業訓練校 就労家庭裁判所（調停）法テラス

連合佐賀 労働基準監督署 法テラス ジョブカフェ 就労姉

父

母

心理教育 関係機関紹介・連携 学習支援 キャリア形成支援ＳＳＴ

精神保健福祉センター Ａ病院 肥前精神医療センター

高卒認定 専門学校

さがサポートステーション 発達障害者支援センター

ジョブカフェ 就労バイト

円
満
な
社
会
生
活

中期 後期前期

相
談

家庭内暴力

対人恐怖 発達障害の疑い

社会不安障害と診断され、

長期入院を勧められる。

発達障害と診断される。

最初の相談時の情報

・高校中退

・ひきこもり

・対人関係の問題

・奇声をあげる

自傷行為

※ ・・・支援の過程で明らかになったこと  

出所：特定非営利活動法人 NPO スチューデント・サポート・フェイスを筆者が一部修正 
 

（３）主要機関における利用実績 

 主要機関における利用実績は、図表 16・図表 17 のとおりである。 
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図表 16 子ども・若者総合相談センターの利用実績（延べ数） 単位（人、件） 

本人 保護者 関係機関 その他 合計
電話・メール 152 257 48 25 482
来所 138 157 11 7 313

40 16 ― 17 73

相
談
訪　問　支　援  

出所：子ども・若者総合相談センター 
注：2010 年 4 月 14 日から 7月末日までの実績値。 
 
図表 17 さが若者サポートステーションの利用実績          単位（人、件） 

年度 2006 2007 2008 2009 2010 合計
相談件数（延べ人数） 3,231 7,083 6,888 7,725 2,860 27,787
来所人数（延べ人数） 2,235 4,670 4,471 4,302 1,918 17,596
受付カード数（支援実数） 204 313 357 423 148 1,445
セミナー参加数（延べ人数） 999 2,389 1,659 2,777 1,172 8,996
リファー数（実数） 110 254 292 319 93 1,068  

出所：さが若者サポートステーション 
注：2006 年度は８月 29 日開設以降の実績値。2010 年度は７月末日までの実績値。 
 

（４）今後の課題 

 今後の課題は、“人員の不足”と“相談者の負担する費用”の２つがある。前者について、子

ども・若者総合相談センターおよび指定支援機関は、現在２名体制で運営されている。特にアウ

トリーチの要請が多いが、アウトリーチは２名で行うことを原則としているにもかかわらず、現

体制下では１名で行わざるをえなくなっている。１名がアウトリーチを行っていると、もう１名

で電話・メールによる相談や来所相談を受けることになり、数多くの相談依頼に対して十分に対

応できていない。 

 後者について、子ども・若者総合相談センターから関係機関へ支援を依頼する場合、さが若者

サポートステーションを含め、公的機関に依頼するときには費用がかからないが、民間機関に依

頼するときには費用が発生する。その費用が払えない相談者は、その機関からの支援が受けられ

ないことになるという問題がある。 

Ⅳ 子ども・若者支援への今後の期待と課題 

１ 子ども・若者支援への今後の期待 

（１）行政の縦割りを超えた支援ネットワークの形成 

 これまでの支援は、多くの場合、雇用や福祉、教育等の各機関がそれぞれ個別に、かつ縦割り

的に行われていたため、必要とされる支援を必要とされる時に受けることが難しかった。また、 

前回号で報告のとおり、サポステを設置している自治体では、サポステを通してそのネットワー

ク内の複数の関係機関の連携による支援を受けることができるとはいえ、そのサポステは、毎年

拡充されてきているものの、2010 年度において全国 100 カ所に設置されているにすぎない。 



 

 
ｸｫｰﾀﾘｰ生活福祉研究 
通巻 75 号 Vol.19 No.3 －16－

しかし、「子ども・若者育成支援推進法」の施行を契機に、サポステも包含する地域協議会と

いう仕組みが整備されることにより、サポステの支援対象外である０～14 歳の子どもも支援の対

象となり、また、自治体がサポステに対する以上に地域協議会の運営にかみこむことになるので、

今後のネットワークのさらなる拡充も期待される。地域協議会がうまく機能すれば、支援を必要

とする子ども・若者の情報が関係機関に共有化され、その連携により必要な支援を適切な時期に

提供することが可能になる。 

 

（２）社会経済の活性化への一助 

 15 歳になって初めてサポステの支援を受けるのではなく、もっと早い段階から必要な支援を受

けられることは、学業の面でも今後の就業の面でも、その意義は大きい。 

 必要な支援を受けられなかったことで、職業的に自立できず、生活保護等を受けることになる

のでは何の意味もない。必要な支援を行うことにより、ニートやひきこもり等の若者を職業的に

自立させることができれば、所得を得て税金や社会保険料を支払い、社会に貢献することができ

る。つまり、支えられる側から支える側に回ってもらうことができる。そして何よりも、若者本

人が自己実現でき、仕事にやりがいを見出すことができれば、より充実した人生を送れるのでは

ないだろうか。子ども・若者の育成や若者の自立支援に対する投資は、社会経済の活性化だけで

なく、本人やその家族の幸せに結びつくものである。 

 

（３）支援のやり方の創意工夫 

 困難を有する若者は、精神疾患や発達障害の疑いのある者、対人不安を抱える者、自分のした

い仕事が見つからない・わからない者、仕事が長続きしない者、スキルはあるが仕事が見つから

ないなど、さまざまな段階がある。 

 こうした若者をいきなり一般就労させることは難しく、職務内容のレベルや勤務時間を限定し

た就労が必要となる。これが、「一般社団法人栃木県若年者支援機構」（注５）が行っている「段

階別・日数別の仕事づくり」（図表 18）である。同機構では、こうした若者に対し、人や地域に

喜ばれる、やりがいのある仕事をつくり、一人ひとりの若者の状況に応じた仕事を紹介し、社会

的自立に向けて少しずつ着実にステップアップしていくことを目指している。 

（注５）一般社団法人栃木県若年者支援機構は、①誰もが働くことのできる社会づくりのために、新たな

仕事づくりや段階別・日数別の雇用環境を創出し、②新しい仕事や働き方で若者たちに活躍の機会を与

えるために、社会的事業の環境整備と働く喜びづくりの創出とともに、ディーセント・ワーク（decent 

work：働きがいのある人間らしい仕事）を実現し、③若者たちの力を栃木県の明るい未来に役立てるこ

とを目的に設立された団体である。 

 



 
ｸｫｰﾀﾘｰ生活福祉研究 
通巻 75 号 Vol.19 No.3 －17－

図表 18 段階別・日数別の仕事づくり 

精神疾患の疑い

発達障害の疑い

ひきこもり

スキルはあるが環境がない

仕事が続かない

仕事をしたいが仕事がない

対人不安

就業経験無し

若者には自立への段階がある

＝段階別の仕事づくり

就労

しごと

＝本人主体の日数別の仕事づくり

日 月 火 水 木 金 土

人や地域の役に立つやりがいのある仕事

＝就業意欲、継続力

 
出所：一般社団法人栃木県若年者支援機構 

２ 子ども・若者支援への今後の課題 

（１）自治体内における連携の難しさ 

 サポステが設置されている自治体では、サポステを中心としたネットワークの形成が進んでお

り、雇用や保健・医療、教育、福祉など各分野において官民の連携がとれているところが多い。 

 ところが、「子ども・若者育成支援推進法」の担当部局をどこにするか、あるいは、サポステ

を中心とした各分野の官民連携のネットワークがあっても、それを一体化する地域協議会の調整

機関をどこにするか、それを決めるにあたって、自治体内の連携は難しいようである。 

 同法の法案作成担当者によれば、法律制定後、実際に地方自治体を回って同法の説明会を行っ

たり、地域協議会に関する質問や相談を受けたりする過程で、仕事の押し付け合い（“消極的権

限争い”）が見られたという。 

そもそも同法の目的は、行政の縦割りを超えた総合的な支援を実施することであり、地域協議

会はそのための有効な手段となる。従来どおりの分野ごとの支援では連携の必要性は希薄なまま

であろうが、今後、アウトリーチのような各分野を横断するような支援手法がもっと普及するこ

とになれば、連携の必要性が高まる可能性がある。 

 

（２）厳しい財政事情 

 「子ども・若者支援地域協議会体制整備モデル事業」では、今年度に地域協議会を設置する予

定の全国 19 地域の市町村に対しては国からの予算措置がなされるが、その他の自治体において

は、地域協議会の設置を自主財源で行わなければならない。したがって、国と同様、自治体の財

政事情も厳しいことに変わりないため、子ども・若者支援に十分な予算が確保できないおそれが

ある。子ども・若者は、地域社会、ひいては我が国社会の将来の担い手であり、予算の配分のあ
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り方を考えていく必要があろう。限られた予算の中で、地域協議会をいかに効率的に運営するか

は、公的機関や NPO 法人等の活用を含めて自治体の腕の見せ所ともいえよう。 

おわりに 

 「子ども・若者支援地域協議会」を設置し機能させるには、これまであまり連携することのな

かった多数の関係機関を一堂に集めて、調整機関や指定支援機関を指定し、子ども・若者総合相

談センターを設けだけでは難しいと思われる。ネットワークの形成は、一つひとつの支援実績の

積み重ねによって進められるものだからである。 

 また、地域協議会を成功させるには、前述のとおり、縦割りの壁を乗り越える必要があり、自

治体内の連携こそが成否のカギを握っているといっても過言ではない。 

 児童虐待や不登校、ニート、ひきこもりなど支援を必要とする子ども・若者への対策は待った

なしの状態であるが、地域協議会がうまく機能し、縦割りを超えた総合的な支援が実施できれば、

改善されていくに違いない。 

しかし、こうした子ども・若者問題は、本人の資質だけの問題ではなく、彼らの親を含め、彼

らを取り巻く環境も大きく影響していると考えられる。すなわち、横浜市の事例でも述べたよう

に、困難を有する子ども・若者を次々に生み出す現在の社会構造を変えていかない限り、この問

題の真の解決はないと考えられ、横浜市の取り組みの結果が待たれる。 

 最後に、前回号において、「アウトリーチ（訪問支援）」に関して手法の確立と人材の不足をサ

ポステの今後の課題と指摘したが、今年度の内閣府の「アウトリーチ研修」を見ると、大きく前

進している。研修内容が、①合同研修（５日間の講義）、②実地研修（２週間または４週間の研

修受入団体における実習）、③事後研修（２日間）となっており、相当期間にわたる実地研修が

加えられるなど、より実践的な内容になっている点は高く評価されよう。 

（佐々木 禎） 
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